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■ 新潟県内の特殊詐欺等の発生状況 

■ 新潟県犯罪のない安全で安心なまちづくり旬間／全国地域安全運動 
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■ 新潟県内の特殊詐欺等の発生状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

令和７年８月末現在、特殊詐欺の被害

件数・被害額ともに前年の同時期に比べ、

大きく増加しています。 

警察官を騙るオレオレ詐欺、実際の企

業名を騙る架空料金詐欺などが多発して

います。 

令和７年８月末現在、SNS 型投資詐欺の

被害件数は前年の同時期に比べ減少して

るものの、被害額は増加しています。 

また、SNS 型ロマンス詐欺は、被害件数

は増加しているものの、被害額は大きく減

少しています。 

海外からの電話を悪用した詐欺が後を絶ちません。

無償で出来る休止サービス（固定電話のみ）を利用し

て被害を防止しましょう。 

下記の連絡先の他、最寄りの交番・警察署でも申し

込みが出来ます。 

（電話による申し込みは大変込み合っています） 

件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額

総数 109 35,027 167 66,520 +58 +31,493

オレオレ詐欺 30 9,890 74 54,832 +44 +44,942

架空料金
請求詐欺

45 20,759 66 6,865 +21 -13,894

還付金詐欺 20 2,057 14 1,605 -6 -452

その他 14 2321 13 3218 -1 897

              （被害額：万円）

令和6年8月末 令和7年8月末
特殊詐欺の発生状況

増減

件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額

総数 93 113,833 86 96,029 -7 -17,804

SNS型投資詐欺 50 61,847 38 68,932 -12 +7,085

SNS型ロマン
ス詐欺

43 51,986 48 27,097 +5 -24,889

（被害額：万円）

SNS型投資・ロマンス詐欺の発生状況
増減令和7年8月末令和6年8月末



 ■ 新潟県犯罪のない安全で安心なまちづくり旬間／全国地域安全運動 
警察庁などでは、毎年10月11日～20日までの10日間に「全国地域安全運動」を実施してお

り、本県でも、県民の皆様が犯罪のない安全で安心なまちづくりへの理解と関心を深め、防犯意

識を高めていただきたく、同期間を「新潟県犯罪のない安全で安心なまちづくり旬間」としてい

ます。 
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「みんなでつくろう安心の街」 

～ 運動重点 ～ 

１ 特殊詐欺、ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の被害防止 
特殊詐欺は、令和６年中、被害件数・被害額ともに増加し、本年８月末時点被害件数、被害額

共に前年同時期に比べ大きく増加しており、SNS 型投資・ロマンス詐欺についても被害件数・

被害額ともに減少はしているものの、被害額が約９億 6,000 万円に及ぶなど深刻な状況が続い

ています。（詳細は裏面参照） 

本年は、特に、警察官をかたるオレオレ詐欺の被害が顕著である他、固定電話のみならず、携

帯電話への国際電話番号による架電の増加、20 歳代、30 歳代の被害の増加やインターネット

バンキングの利用による被害の高額化が認められます。 

そのため、公的機関、各種団体、民間事業者等が連携し、多種多様の媒体を活用した広報啓発

を行うなど、被害防止対策を更に推進していく必要があります。 

２ 子供と女性の犯罪被害防止 
子供や女性を狙った犯罪は、ひとたび発生すれば被害者や家族の心身に深刻な影響を及ぼすだ

けでなく、地域全体に大きな不安を生じさせます。     

県内でも、令和 6 年中の子供や女性に対する声かけ事案等は 1,026 件認知（※新潟県警察調

べ）していて、依然として高い水準にあります。 

このような中、子供や女性の犯罪被害を防止するためには、自治体や警察、地域住民、ボラン

ティア団体、事業者等が連携し、「地域の安全は地域で守る」という意識を持ち、多くの目で見

守ることが重要となっています。 

３ 自転車盗・万引きの被害防止 
県内の犯罪被害のうち、自転車盗や万引きなどの窃盗犯が約 7 割を占めています。 

自転車盗や万引きは、軽い気持ちで手を染めやすく、行為者の規範意識の低下を著しく助長

し、再犯やより重大な犯罪に手を染めることにつながりかねません。 

令和 6 年中、県内の自転車盗の無施錠率は 76.0％で全国平均より高い水準にあることから、

「自転車の鍵かけ」の励行を更に推進していく必要があります。 

   万引きについては、近年換金や転売を目的として大量又は高額な 

商品を窃取する悪質な犯行も発生していることから、自治体や警察、 

教育委員会、学校等の県警期間が連携した規範意識の向上や被害防 

止対策を更に推進していく必要があります。  

 


